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   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、労働基準法（以下「労基法」という。）第８９条及び公立大学法人

京都市立芸術大学職員就業規則第３条第２項の規定により、公立大学法人京都市立芸術

大学（以下「法人」という。）に勤務する非常勤嘱託員（以下「嘱託員」という。）の

労働条件その他就業に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、「嘱託員」とは、その者の資格や経験等に基づき、別表第１

の業務内容欄に掲げる業務に従事する非常勤の職員をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この規則は、全ての嘱託員に適用する。 

２ 嘱託員の区分は、次の各号に掲げるとおりとする。  

⑴ 標準的嘱託員 １週間当たりの勤務時間が常勤職員の２分の１以上である嘱託員

（第３号又は第４号に掲げる嘱託員を除く。) 

⑵ 短時間嘱託員 １週間当たりの勤務時間が常勤職員の２分の１未満である嘱託員

（第３号又は第４号に掲げる嘱託員を除く。） 

⑶ 随時的嘱託員 必要に応じて随時又はこれに準じて職務に従事する嘱託員（次号に

掲げる嘱託員を除く。） 

⑷ 再雇用嘱託員 職員（公立大学法人京都市立芸術大学職員就業規則第２条に規定す

る職員をいう。以下同じ。）を退職した者のみが従事する職に雇用された嘱託員 

（法令との関係） 

第４条 嘱託員の就業に関し、労働協約、労働契約及びこの規則に定めのない事項につい

ては、労基法その他関係法令及び法人の諸規程に定めるところによる。 

（規則の遵守） 

第５条 法人及び嘱託員は、この規則を遵守し、誠実にその義務を履行しなければならな

い。 

（規則の周知） 

第６条 法人は、この規則の内容及び趣旨の周知徹底を図るとともに、この規則を改廃し

た場合には速やかに嘱託員に周知しなければならない。 

 



第２章 人事 

（勤務条件の明示） 

第７条 法人は、嘱託員の雇用に際しては、報酬、勤務時間、その他の勤務条件（以下「勤

務条件」という。）を通知書（第１号様式）により嘱託員に明示する。 

（雇用期間） 

第８条 嘱託員の雇用期間は、１年以内とする。ただし、次の各号に掲げる要件を備えて

いる場合に限り、更新することができる。公立大学法人京都市立芸術大学が締結する有

期労働契約の契約期間及び無期労働契約への転換に関する規程第５条に基づき、期間の

定めのない労働契約へ転換した嘱託員については、この限りではない。 

⑴ 雇用期間内の勤務実績が良好であること。 

⑵ 別に定める基準を満たすこと。 

２ 嘱託員の雇用期間は、年齢６５年（医師、大学教員その他別に定めるものにあっては、

７０年）に達した日以後における最初の３月３１日（以下「雇用期限日」という。）を

超えることはできない。 

３ 前項の規定にかかわらず、法人は、次に掲げる嘱託員のうち欠員の補充が著しく困難

なものにあっては、１年を超えない範囲内で期限を定め、引き続いて勤務させることが

できる。 

⑴ 国家資格を必要とする嘱託員 

⑵ 特別な学識経験を必要とする嘱託員 

⑶ 採用が困難な嘱託員 

⑷ その他特別な事情がある嘱託員 

（解雇） 

第９条 嘱託員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該嘱託員を解雇する。 

⑴ 成年被後見人又は被保佐人となった場合 

⑵ 禁固以上の刑に処せられた場合 

⑶ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で

破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

２ 嘱託員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該嘱託員を解雇することができる。 

⑴ その職にふさわしくない非行のあった場合 

⑵ 勤務実績が良くない場合 



⑶ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

⑷ 前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 

⑸ 担当する業務が縮小又は廃止となり、当該業務の継続が見込まれない場合 

⑹ 事業活動の縮小その他法人の経営上やむを得ない事由がある場合 

⑺ 天災事変その他やむを得ない事由により法人の事業継続が不可能となった場合 

 ⑻ その他前各号に準ずるやむを得ない事由がある場合 

（解雇制限） 

第１０条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しない。

ただし、療養開始後３年を経過した日において、労働者災害補償保険法（以下「労災保

険法」という。）に基づく傷病補償年金を受けている場合又は同日後において傷病補償

年金を受け取ることとなった場合若しくは第９条第２項第５号に該当する場合におい

て所轄労働基準監督署長の認定を受けて解雇する場合は、この限りでない。 

 ⑴ 業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後３０日間 

 ⑵ 労基法第６５条の産前産後の休業期間及びその後３０日間 

（解雇予告） 

第１１条 第９条の規定により嘱託員を解雇する場合は、少なくとも３０日前に当該嘱託

員に予告するか、又は労基法第１２条に規定する平均賃金の３０日以上の解雇予告手当

を支払う。 

２ 前項の予告の日数は、平均賃金を支払った日数に応じて短縮する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、予告することな

く解雇するものとする。 

 ⑴ 労働者の責に帰すべき事由がある場合において、所轄労働基準監督署長の認定を受

けて当該事由に基づいて解雇をする場合 

 ⑵ 第９条第２項第６号に該当する場合において、所轄労働基準監督署長の認定を受け

て解雇する場合 

（退職後の責務） 

第１２条 退職した者又は解雇された者（以下「退職者等」という。）は、在職中に知り

得た秘密を他に漏らしてはならない。 

２ 退職者等は、嘱託員証及び法人から貸与された物品を速やかに返品しなければならな

い。 



（退職証明書） 

第１３条 法人は、退職者等が、退職証明書の交付を請求した場合は、遅滞なくこれを交

付する。 

２ 退職証明書に記載する事項は、次のとおりとする。ただし、証明すべき事項を限定し

て請求があった場合は、この限りでない。 

⑴ 勤続期間 

 ⑵ 業務の種類 

 ⑶ その事業における地位 

⑷ 給与 

⑸ 退職の事由（解雇された場合にあっては、その事由を含む。） 

 

   第３章 報酬及び費用弁償 

（報酬及び費用弁償） 

第１４条 嘱託員には次に掲げる報酬を支給し、又は費用を弁償する。 

⑴ 基礎報酬（勤務の対価として支給する報酬のうち、次号及び第３号に規定する報酬

以外のものをいう。） 

⑵ 特別報酬（次条に規定する報酬をいう。） 

⑶ 臨時報酬（６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する嘱託員に対し、別に定める

基準により支給する報酬をいう。） 

⑷ 通勤費用（通勤に要する費用のうち、別に定める基準により弁償する費用をいう。） 

２ 前項第１号に規定する報酬の額は、別表第１に掲げるとおりとする。 

３ 第１項第３号に規定する報酬の額は、別に定める。 

４ 第１項第４号に規定する費用の額は、別に定める。 

（特別報酬） 

第１５条 正規の勤務時間を超えて、又は休日等（休日及び勤務を要しない日をいう。以

下同じ。）に、勤務することを命じられて勤務した嘱託員に対しては、その勤務１時間

につき、基礎報酬の額（別に定めるものを除く。）を１月平均の勤務時間数で除して得

た額（以下「勤務 1時間当たりの報酬額」という。）に、次に掲げる勤務の区分に応じ

て、当該各号に掲げる割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である



場合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額を特別報酬として

支給する。 

⑴ 休日以外の日における勤務 １００分の１２５ 

⑵ 前号に掲げる勤務以外の勤務 １００分の１３５ 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、勤務時間の合計が１日につき７時間４５分に達する

までの支給割合は、１００分の１００とする。 

３ 正規の勤務時間を超えて、又は休日等に、勤務することを命じられて勤務した時間が

１箇月について６０時間を超えた嘱託員に対しては、第１項及び第２項の規定にかかわ

らず、その６０時間を超えてした勤務１時間につき、勤務１時間当たりの報酬額に、１

００分の１５０（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、１

００分の１７５）を乗じて得た額を特別報酬として支給する。 

４ 正規の勤務として午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務することを命じられ

た嘱託員に対しては、その勤務した全時間に対して勤務１時間につき勤務１時間当たり

の報酬額の１００分の３５に相当する額を特別報酬として支給する。 

（報酬の支給方法） 

第１６条 報酬は、通貨で、嘱託員に対して直接に、その全額を支払う。ただし、法令に

別段の定め又は労基法第２４条第１項の規定に基づく協定がある場合には、当該法令又

は協定に定められる金額を控除することができる。 

２ 報酬は、嘱託員の申出があるときは、口座振替の方法により支払うことができる。 

３ 法人は、嘱託員に対し報酬を支給する際、支給明細書を交付しなければならない。 

４ 嘱託員は、報酬の支給を受けたときは、口座振替以外の方法により支払を受けた金額

に係る領収書に押印しなければならない。 

（報酬及び費用弁償の支給期日） 

第１７条 報酬の計算期間は、月の１日から末日までとし、その支給期日は、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に掲げるとおりとする。ただし、支給期日が日曜日、土曜

日又は祝日法による休日に当たるときは、その日前において、その日に最も近い日曜日、

土曜日又は祝日法による休日でない日を支給期日とする。 

⑴ 基礎報酬 月の２１日 

⑵ 特別報酬及び通勤費用 翌月の２１日 

⑶ 臨時報酬 別に定める日 



２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、特別の事情があるときは、支給期日を別に定め

ることができる。 

（報酬の減額） 

第１８条 嘱託員が、勤務時間について勤務しないとき（次条に規定する場合を除く。）

は、次に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額を減額して報酬を支給する。 

⑴ １日の正規の勤務時間の全部について勤務しないとき（勤務した時間が１時間に満

たない場合を含む。）。勤務しない日１日につき、基礎報酬（勤務実績に応じて支給

されるものを除く。第２号において同じ。）の額をその月の勤務を要する日数で除し

て得た額 

⑵ 正規の勤務時間の一部について勤務しないとき（前号に規定する場合を除く。）。

勤務しない時間１時間につき、基礎報酬の額を１月平均の勤務時間数で除して得た額 

２ 前項の規定にかかわらず、公立大学法人京都市立芸術大学非常勤職員等の業務災害等

に係る休業補償等に関する規程（以下「非常勤職員等補償規程」という。）第３条の規

定に基づき休業補償を受けることができる場合において、第１項の規定により減額され、

又は支給されないこととなる報酬の額が、労働者災害補償保険法第８条の２に規定する

休業給付基礎日額に非常勤職員等補償規程第３条の規定により休業補償を受けること

ができる日数（その月に係る日数に限る。）を乗じて得た額（以下「労災補償相当額」

という。）を超えることとなるときは、報酬から当該労災補償相当額を減額する。 

（報酬の減額特例） 

第１９条 前条第１項の規定にかかわらず、別表第２の左欄に掲げる理由により、勤務し

ないことについての所属長の承認を得た場合には、それぞれ同表の右欄に掲げる期間に

限り、報酬を減額しないことができる。 

（１月平均の勤務時間数） 

第２０条 第１５条、第１８条第１項第２号及び第４０条第７項に規定する１月平均の勤

務時間数は、常勤職員における１月平均の正規の勤務時間数に嘱託員の１週間当たりの

勤務時間数を乗じて３８.７５で除して得た時間数とする。この場合において、１時間

未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（端数計算） 

第２１条 この規則の定めるところにより、報酬の支給額を計算し、又は給与を減額する

場合において、これらの計算の基礎となる１日当たり又は１時間当たりの報酬の額に５



０銭未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは

これを１円に切り上げる。 

２ この規則の定めるところにより、報酬の支給額を計算し、又は報酬を減額する場合に

おいて、これらの計算の基礎となる時間数に３０分未満の端数があるときはこれを切り

捨て、３０分以上１時間未満の端数があるときはこれを１時間として計算する。 

 

   第４章 服務 

（誠実義務） 

第２２条 嘱託員は、法人の使命及び業務の公共性を自覚し、誠実かつ公正に職務を遂行

しなければならない。 

２ 嘱託員は、法人の利益と相反する行為を行ってはならない。 

（服務心得） 

第２３条 嘱託員は、法令及び法人の諸規程を遵守し、上司の指揮命令に従ってその職務

を遂行しなければならない。 

２ 嘱託員は、常に能力の開発、能率の向上及び業務の改善を目指し、相互協力の下に業

務の正常な運営に努めなければならない。 

３ 上司は、その指揮命令を受ける嘱託員の人格を尊重し、その指導育成に努めるととも

に、率先してその職務を遂行しなければならない。 

（遵守事項） 

第２４条 嘱託員は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

⑴ 法人の名誉若しくは信用を失墜し、又は職員全体の名誉を毀損する行為をしてはな

らない。 

⑵ 職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

⑶ 常に公私の別を明らかにし、その職務や地位を私的利用のために用いてはならない。 

⑷ 法人の敷地及び施設内（以下「学内」という。）で、法人の秩序又は規律を乱す行

為をしてはならない。 

⑸ 法人の許可を受けずに、学内で集会、演説、文書又は図画の配布若しくは掲示その

他これに準ずる行為（教育研究活動及びこれに関連する活動を除く。）をしてはなら

ない。 



⑹ 法人は、前号の集会、演説、文書又は図画の配布若しくは掲示その他これに準ずる

行為が、法人の正常な運営を乱すおそれがないと認めるときは、これを速やかに許可

しなければならない。 

⑺ 法人の許可を受けずに、学内で営利を目的とする金品の貸借をし、物品の売買をし

てはならない。 

（倫理の保持） 

第２５条 嘱託員は、業務に係る倫理の保持に努めなければならない。 

（ハラスメントの防止等） 

第２６条 嘱託員は、ハラスメントの防止に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、ハラスメントの防止等に関する取扱いは、職員の例による。 

（入構禁止又は学外退去） 

第２７条 法人は、嘱託員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該嘱託員の大学内

への入構を禁止し、又は大学内から退去させることができる。 

 ⑴ 職場の風紀秩序を乱し又はそのおそれがあるとき 

⑵ 火気、凶器等の危険物を所持しているとき 

⑶ 衛生上有害と認められるとき 

⑷ その他前各号に準じ就業に不都合と認められるとき 

（嘱託員証） 

第２８条 嘱託員は、職務の執行に当たっては、理事長が交付する嘱託員証（第２号様式）

を常に携帯しなければならない。 

（出退勤） 

第２９条 嘱託員は、始業時刻までに出勤し、自ら出勤簿に押印しなければならない。 

２ 嘱託員は、始業時刻までに出勤することができないときは、遅滞なくその旨を所属長

に届け出なければならない。 

３ 嘱託員は、早退しようとするときは、その旨を所属長に届け出なければならない。 

４ 所属長は、前２項の届出があったときは、嘱託員ごとに帳簿を作成し、その状況を記

入するものとする。 

 

 

 



   第５章 勤務時間、休日及び休暇等 

（勤務時間） 

第３０条 嘱託員（随時的嘱託員を除く。以下この章において同じ。）の勤務時間は、休

憩時間を除き、１週間について３５時間を超えない範囲内において別に定める。ただし、

標準的嘱託員及び再雇用嘱託員にあっては、１日の勤務時間は７時間４５分とする。 

２ 休憩時間は、勤務を要しない時間とし、１日の実勤務時間が６時間を超える場合は１

時間とする。 

３ 所属長は、事務の都合上必要があると認めるときは、理事長の承認を得て、前２項に

定める勤務時間を延長することなく始業時刻及び終業時刻を繰り下げ、又は繰り上げる

ことができる。 

第３１条 所属長は、特別の勤務に従事する嘱託員に必要があると認めるときは、前条の

規定にかかわらず、理事長の承認を得て、勤務時間又は休憩時間について特別の定めを

することができる。ただし、勤務時間については、休憩時間を除き、１週間３５時間又

は４週間を平均して３５時間を超えてはならず、休憩時間については、１日の実勤務時

間が６時間を超える場合は４５分以上、８時間を超える場合は１時間以上とする。 

２ 嘱託員が、勤務時間の全部又は一部について勤務公署外で勤務する場合において、勤

務時間を算定することが困難であるときは、前条に定める所定勤務時間を勤務したもの

とみなす。ただし、所属長が別段の指示をした場合は、この限りでない。 

（休日等） 

第３２条 次の各号に掲げる日は、休日とし、勤務を要しないものとする。 

⑴ 日曜日及び土曜日 

⑵ 国民の祝日に関する法律に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。） 

⑶ １月２日、同月３日、８月１５日、同月１６日及び１２月２９日から同月３１日ま

で 

２ 前項の規定にかかわらず、所属長は、特別の勤務に従事する嘱託員については、理事

長の承認を得て、別に休日を定めることができる。 

３ 所属長は、週の所定勤務日数が５日未満の嘱託員について、前２項の休日のほか、別

に勤務を要しない日を設けることができる。 

 

 



（休日等の振替） 

第３３条 前条の規定にかかわらず、所属長は、嘱託員に対し、前条に規定する休日等に

おいて特に勤務することを命じる必要があるときは、その日を勤務日（休日等でない日

をいう。以下同じ。）に変更することができる。休日等の振替の取扱いについては、再

雇用職員の例による。 

（休暇） 

第３４条 嘱託員の休暇は、年次休暇、特別休暇、病気休暇及び夏期休暇とし、休暇を受

けた嘱託員は、その勤務に従事することを要しない。 

（年次休暇） 

第３５条 嘱託員は、年次休暇を受けることができる。ただし、業務の正常な運営が著し

く妨げられると判断されるときは、所属長はその取得の時季を変更することができる。 

２ 年次休暇は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間（以下「年次」という。）

において、１日（１日の勤務時間が４時間を超える嘱託員にあっては、１日又は半日）

を単位として受けるものとする。ただし、１日の勤務時間が５時間４５分以上、かつ、

週の勤務日数が３日以上の嘱託員又は１日の勤務時間が７時間４５分以上の嘱託員に

あっては、所属長が特に認めるときは、１時間を単位として受けることができる。 

３ 年次休暇の期間中は、報酬を支給する。 

４ 年次休暇の日数は、次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 新たに採用された嘱託員のその年次（以下「採用年次」という。）における年次休

暇は、別表第３の１に掲げる雇用期間及び週の所定勤務日数の区分に応じ、同表に掲

げる日数とする。ただし、法人の職員又は臨時職員を退職した者が嘱託員として採用

され、次の要件に該当する場合、当該退職時の年次休暇の残日数（時間数を含む。た

だし、１時間を単位として受けることができる嘱託員に限る。）について２０日を超

えない範囲内において繰り越すことができる。 

ア 週の所定勤務日数及び勤務時間が、嘱託員として任用される前の一般職における週

の所定勤務日数及び勤務時間の３分の２を超えること 

イ 嘱託員として任用される前の一般職を退職する時点において、嘱託員として任用さ

れることが内定し、明らかなこと 

⑵ 採用の翌年次以降の年次休暇の日数は、別表第３の２に掲げる継続勤務年数及び週

の所定勤務日数の区分に応じ、同表に掲げる日数とする。ただし、採用年次から通算



した雇用期間が１年以下である嘱託員については、別表第３の１に掲げる雇用期間及

び週の所定勤務日数の区分に応じた日数から、第１号の規定により採用年次に付与し

た年次休暇の日数を減じた日数とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、年次内に使用しなかった日数があるときは、翌年次に限り

その日数（時間数を含む。ただし、１時間を単位として受けることができる嘱託員に限

る。）を繰り越すことができる。 

６ 所属長は、第４項に定める年次休暇が１０日以上ある嘱託員に対して、一の年次内に、

当該嘱託員の有する年次休暇日数のうち５日については、当該嘱託員の意見を聴取し、

その意見を尊重したうえで、あらかじめ時季を指定して取得させることができる。ただ

し、当該嘱託員が既に年次休暇を取得した、又はしようとする場合は、その日数を時季

を指定して取得させることができる５日から控除するものとする。 

（特別休暇） 

第３６条 嘱託員は、理事長に申し出たときは、子の看護のための休暇及び短期介護休暇

を取得でき、その他各号に掲げる場合においては、所属長の承認を得て、それぞれの場

合について定める期間の特別休暇を受けることができる。ただし、所属長は、出産休暇

及び服喪休暇については、特別の事情があると認めるときは、その期間を延長すること

ができる。 

⑴ 出産休暇 女性嘱託員の出産予定日から起算して８週間（多胎妊娠の場合は、１４

週間）前の日から出産後８週間を経過するまでの期間 

⑵ 生理休暇 女性嘱託員が生理のため勤務することが著しく困難なとき。１回につき、

別表第４の１に掲げる週の所定勤務日数の区分に応じ同表に掲げる日数以内の期間 

⑶ 結婚休暇 嘱託員が結婚したとき。別表第４の２に掲げる週の所定勤務日数の区分

に応じ、同表に掲げる日数以内の期間 

⑷ 服喪休暇 嘱託員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。以下同じ。）、子（民法第８１７条の２第１項の規定により嘱

託員が当該嘱託員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁

判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該嘱託員が現に監護するもの、児童福祉法第２７条第１項第３号

の規定により同法第６条の４第１項に規定する里親である嘱託員に委託されている児

童のうち、当該嘱託員が養子縁組によって養親となることを希望している者及び同条



第２項に規定する養育里親である嘱託員（同法第２７条第４項の規定により、同法第

６条の４第１項に規定する里親であって養子縁組によって養親となることを希望する

者として児童を委託することができない嘱託員に限る。）に同法第２７条第１項第３

号の規定により委託されている当該児童を含む。第１２号を除き、以下同じ。）又は

子以外の３親等以内の親族（別表第４の３に掲げる者以外の者を除く。）が死亡した

とき。別表第４の３に定める期間 

⑸ ボランティア活動休暇 嘱託員が自発的に、かつ、報酬を得ないで別に定める社会

に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行うとき。一の年次

内において別表第４の４に掲げる週の所定勤務日数の区分に応じ、同表に掲げる日数

以内の期間 

⑹ 妊産婦通院休暇 妊娠中又は出産後１年以内の女性嘱託員が母子保健法第１０条及

び第１３条の規定に基づき保健指導及び健康診査を受けるとき。次のア又はイに掲げ

る嘱託員の区分に応じ、当該ア又はイに掲げる回数について、それぞれ、１日以内の

必要と認められる時間 

ア 妊娠中の女性嘱託員 別表第４の５に掲げる妊娠週数の区分に応じ、それぞれ同

表に掲げる回数（妊娠中の異常が発生するおそれがあり、又は症状等に対応して、

医師又は助産師の特別の指示があったときは、いずれの妊娠週数の区分についても

その指示された回数） 

イ 出産後１年以内の女性嘱託員 出産後の回復不全等の症状等に対応して、医師又

は助産師の特別の指示があったときは、その指示された回数 

⑺ 妊娠通勤緩和休暇 通勤に交通機関を利用する妊娠中の女性嘱託員が、交通機関の

混雑を回避する必要があるとき。勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通して

１時間以内で必要と認められる時間（１日の勤務時間が７時間４５分未満の嘱託員に

あっては、１日の実勤務時間が６時間４５分になるまでに限る。） 

⑻ 妊娠障害休暇 妊娠中の女性嘱託員が妊娠に起因する障害のため勤務することが著

しく困難なとき又は妊娠１２週未満で流産した女性嘱託員が流産に起因する障害のた

め勤務することが著しく困難なとき。次のア又はイに掲げる嘱託員の区分に応じ当該

ア又はイに掲げる期間及び日数 



ア 妊娠中の女性嘱託員 出産前の出産休暇が取得可能となる日の前日までの間にお

いて、１日又は半日を単位として別表第４の６に掲げる週の所定勤務日数の区分に

応じ同表に掲げる日数以内 

イ 妊娠１２週未満で流産した女性嘱託員 １日又は半日を単位として流産した日以

後２週間を経過する日までの間において、別表第４の６に掲げる週の所定勤務日数

の区分に応じ同表に掲げる日数（アの規定に基づき妊娠障害休暇を受けた場合にあ

っては、当該日数から当該妊娠障害休暇を受けた日数を減じた日数）以内 

⑼ 子の看護のための休暇 中学校就学の始期に達するまでの子（縁組をした養子及び

配偶者の子を含む。）を養育（同居して監護することをいう。以下同じ。）する嘱託

員が、その子の看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病の予防

を図るために必要な世話（子に予防接種又は健康診断を受けさせることをいう。）を

することをいい、後遺障害の機能回復訓練等は含まない。）をする場合、一の年次内

において５日以内（当該休暇の対象となる親族が２人の場合にあっては１０日以内、

３人以上の場合にあっては１５日以内）。ただし、次に掲げる嘱託員を除く。 

ア 採用後６箇月未満の嘱託員 

イ １週間の所定労働日数が２日以下の嘱託員 

⑽ 出産補助休暇 嘱託員の配偶者が出産する場合であって、嘱託員が配偶者の出産に

係る入院又は退院の際の付添い、出産の付添い、入院中の世話、出生の届出等をする

ため勤務しないことが相当であると認められるとき。出産予定日の２週間前の日から

出産日以後２週間を経過する日までの間において、別表第４の７に掲げる週の所定勤

務日数の区分に応じ、同表に掲げる日数以内 

⑾ 育児参加休暇 嘱託員の配偶者が出産する場合であって、嘱託員が当該出産に係る

子又は小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）の養育のため勤務

しないことが相当であると認められるとき。出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合に

あっては、１４週間）前の日から出産の日以後１年を経過する日までの間において、

別表第４の８に掲げる週の所定勤務日数の区分に応じ、同表に掲げる日数以内 

⑿ 短期介護休暇 嘱託員が負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により２週間

以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある親族（配偶者又は２親等以内の親

族（児童福祉法第２７条第１項第３号に規定する里親として受託した児童を含む。）

をいう。）の介護又はその世話をする場合、一の年次内において５日以内（当該休暇



の対象となる親族が２人以上の場合にあっては、１０日以内）。ただし、次に掲げる

嘱託員を除く。 

ア 採用後６箇月未満の嘱託員 

イ １週間の所定労働日数が２日以下の嘱託員 

⒀ リフレッシュ休暇 嘱託員が財団法人京都市職員厚生会（以下「厚生会」という。）

から勤続１０周年記念品、勤続２０周年記念品又は勤続３０周年記念品の支給を受け

たとき。記念品の支給を受けた日の属する年度の７月１日から３月３１日まで（雇用

期間の更新があった場合は、翌年度の６月３０日まで）の間において、週の所定勤務

日数が５日の場合は引き続く３日（第３１条に規定する休日等を除く。）の範囲内、

週の所定勤務日数が４日の場合は引き続く２日（第３１条に規定する休日等を除く。）

の範囲内 

⒁ 骨髄提供者休暇 嘱託員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を

実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄

弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い、必要な検査、

入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められるとき。検査、入院等のため

に必要と認められる期間 

⒂ 不妊治療休暇 嘱託員が不妊治療を目的として医師が行う治療行為を受ける場合、

一の年次内において別表第４の９に掲げる週の所定勤務日数の区分に応じ、同表に掲

げる日数以内 

２ 特別休暇の期間中は報酬を支給する。 

（病気休暇） 

第３７条 嘱託員（週の所定勤務日数が２日以上の者に限る。）は、負傷又は疾病（別に

定めるものを除く。）のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ない

と認められる場合、所属長の承認を得て病気休暇を取得することができる。 

２ 病気休暇は、１日（１日の勤務時間が４時間を超える嘱託員にあっては、半日）を単

位として受けるものとする。ただし、前項に規定する嘱託員のうち、１日の勤務時間が

５時間４５分以上、かつ、週の勤務日数が３日以上のもの又は１日の勤務時間が７時間

４５分以上のものが、病院等の医療提供施設において次に掲げる治療（以下「人工透析

等」という。）を受けるために必要がある場合（勤務時間外に人工透析等を受けること

ができると認められる場合及び当該治療に当たり通院を伴わない場合を除く。）及び障



害のある嘱託員がその障害に起因する医療行為として行われるリハビリテーションを

受ける場合は、１時間を単位として受けることができるものとする。 

 ⑴ 人工透析 

⑵ Ｃ型肝炎に係るインターフェロン治療 

⑶ 抗がん剤治療 

⑷ がんに係る放射線治療 

⑸ 腹水症に係る腹水穿刺又は腹水濾過濃縮再静注法による治療 

３ 病気休暇の期間中は、報酬を支給する。 

４ 一の年次における病気休暇の期間は、別表第５に掲げる週の所定勤務日数の区分に応

じ、同表に掲げる日数の範囲内において、医師の証明等に基づき療養のため必要と認め

られる期間とする。 

５ １時間を単位として受けた病気休暇を日に換算するときは、次の表の左欄に掲げる１

日の勤務時間の区分に応じ、同表の右欄に掲げる時間を１日として計算する。 

１日の勤務時間 時 間 

７時間３０分以上 ８時間 

６時間３０分以上７時間３０分未満 ７時間 

５時間４５分以上６時間３０分未満 ６時間 

６ 前項の規定にかかわらず、次項に規定するときは、次の表の左欄に掲げる１日の勤務

時間の区分に応じ、同表の右欄に掲げる時間を０．５日として計算する。 

１日の勤務時間 時 間 

７時間以上 ４時間 

５時間４５分以上７時間未満 ３時間 

７ 次の各号のいずれかに該当するときは、病気休暇の時間を０．５日として計算して日

に換算するものとする。 

 ⑴ 次に掲げる嘱託員の週の所定勤務日数の区分に応じ、病気休暇の累計日数につき、

それぞれ次に掲げるとき 

ア 週の所定勤務日数が５日 ３９．５日から４０日に達するとき 

イ 週の所定勤務日数が４日 ３１．５日から３２日に達するとき 

ウ 週の所定勤務日数が３日 ２３．５日から２４日に達するとき 

エ 週の所定勤務日数が２日 １５．５日から１６日に達するとき 



 ⑵ 臨時報酬（勤勉手当相当分）の欠格条件に係る日数を計算するとき 

⑶ その他理事長が別に定めるとき 

８ 前各号に定めるもののほか、１時間を単位とする病気休暇の承認申請手続き及び承認

変更等については、職員の１時間を単位とする病気休務の例による。 

（夏期休暇） 

第３８条 嘱託員（週の所定勤務日数が３日以上の者に限る。）は、夏期休暇を受けるこ

とができる。 

２ 夏期休暇は、７月１日から９月３０日までの間において、１日（１日の勤務時間が４

時間を超える嘱託員にあっては、１日又は半日）を単位として受けるものとする。 

３ 夏期休暇の期間中は、報酬を支給する。 

４ 一の年次における夏期休暇の日数は、別表第６に掲げる週の所定勤務日数の区分に応

じ、同表に掲げる日数の範囲内で別に定める日数とする。育児休業又は介護休暇から復

帰した者については、新規に採用された者の例に準じて取り扱うものとする。 

（育児時間） 

第３９条 所属長は、嘱託員が出産日（早産（出産予定日前の出産をいう。）の場合にあ

っては、出産予定日）から起算して１年６箇月に達しない子を育てることを申し出たと

きは、１日２回それぞれ９０分以内（合計９０分以内。勤務時間が４時間以内の勤務日

については、１回４５分以内）の育児時間を与える。 

２ 育児時間中は、報酬を支給する。 

（育児休業、部分休業、育児部分休業、介護休業及び介護時間） 

第４０条 嘱託員は、理事長に申し出たときは、育児休業又は介護休業を取得することが

でき、１日の勤務時間が６時間以上の嘱託員は、所属長に申し出たときは、部分休業、

育児部分休業又は介護時間を取得することができる。ただし、次に規定する嘱託員を除

くこととする。 

 ⑴ 育児休業を申し出ようとする嘱託員 

  ア 子の出生から５７日以内の育児休業（以下「出生時育児休業」という。）の場合 

   (ア) 採用後１年未満の嘱託員 

   (イ) 申出の日から５７日以内に雇用関係が終了することが明らかな嘱託員 

   (ウ) １週間の所定労働日数が２日以下の嘱託員 

  イ ア以外の育児休業（以下「一般の育児休業」という。）の場合 



   (ア) 採用後１年未満の嘱託員 

   (イ) 申出の日から１年（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（以下「育児・介護休業法」という。）第５条第３項及び第４項

の申出にあっては６箇月）以内に雇用関係が終了することが明らかな嘱託員 

   (ウ) １週間の所定労働日数が２日以下の嘱託員 

 ⑵ 介護休業を申し出ようとする嘱託員 

  ア 採用後１年未満の嘱託員 

  イ 申出の日から９３日以内に雇用関係が終了することが明らかな嘱託員 

  ウ １週間の所定労働日数が２日以下の嘱託員 

 ⑶ 部分休業、育児部分休業又は介護時間を申し出ようとする嘱託員 

  ア 採用後１年未満の嘱託員 

  イ １週間の所定労働日数が２日以下の嘱託員 

２ 前項の育児休業については、育児・介護休業法の例による。 

３ 第１項の部分休業及び介護時間については、職員の例による。ただし、１日の勤務時

間が７時間４５分に満たない嘱託員にあっては、当該嘱託員の１日の勤務時間から、５

時間４５分を差し引いた時間の範囲内で部分休業又は介護時間を申し出ることができ

ることとする。 

４ 前条に規定する育児時間又は第１項に規定する介護時間を申し出た嘱託員が、部分休

業を取得する場合は、２時間（１日の勤務時間が７時間４５分に満たない嘱託員につい

ては、当該嘱託員の１日の勤務時間から５時間４５分を差し引いた時間）からこれらを

申し出て勤務しない時間を差し引いた時間の範囲内で取得することができる。 

５ 嘱託員が部分休業を取得できる期間は、当該部分休業に係る子が３歳に達する日まで

とする。 

６ 前条に規定する育児時間又は第１項に規定する部分休業を申し出ている嘱託員が、介

護時間を取得する場合は、２時間（１日の勤務時間が７時間４５分に満たない嘱託員に

ついては、当該嘱託員の１日の勤務時間から５時間４５分を差し引いた時間）からこれ

らを申し出て勤務しない時間を差し引いた時間の範囲内で取得することができる。 

７ 前３項の規定は、育児部分休業の取得について準用する。この場合において、第３項

中「部分休業」とあるのは「育児部分休業」と、「職員の例」とあるのは「職員の育児

部分休務の例」と、第４項中「部分休業」とあるのは「育児部分休業」と、第５項中「部



分休業」とあるのは「育児部分休業」と、「３歳に達する日まで」とあるのは「３歳に

達する日から当該子の満９歳に達する日の属する学年の終わりまで」と、前項中「部分

休業」とあるのは「育児部分休業」と、読み替えるものとする。 

８ 第１項の介護休業については、職員の例による。 

９ 育児休業及び介護休業の期間中は、報酬を支給しない。また、部分休業又は介護時間

を申し出て勤務しないときは、第１８条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、基礎報酬の額を１月平均の勤務時間数で除して得た額を減額して報酬を支給する。 

  

   第６章 研修 

（研修） 

第４１条 所属長は、嘱託員に対し、業務の遂行上必要な知識及び技能を習得させるため

の研修を実施することができる。 

 

第７章 損害賠償 

（損害賠償） 

第４２条 嘱託員が故意又は重大な過失によって法人に損害を与えた場合は、その損害の

全部又は一部を賠償させるものとする。 

 

第８章 安全及び衛生 

（安全及び衛生） 

第４３条 法人は、労働安全衛生法及びその他関係法令に基づき、嘱託員の健康増進と危

険防止のため必要な措置を講じなければならない。 

２ 嘱託員は、安全、衛生及び健康確保について、関係法令のほか、法人の指示を守ると

ともに、法人が実施する安全及び衛生に関する措置に協力しなければならない。  

３ 第１項の規定に基づき、必要な措置が勤務時間中に実施される場合において、理事長

が特に必要と認めるときは、第１８条の規定にかかわらず、報酬を減額しない。  

（健康診断） 

第４４条 嘱託員のうち別に定めるものには、健康診断を実施する。 



２ 前項の健康診断の実施及び実施後の措置については、公立大学法人京都市立芸術大学

職員安全衛生規程（以下「安全衛生規程」という。）第２条第１項に規定する職員の例

による。 

３ 第１項の健康診断を勤務時間中に実施する場合には、第１８条の規定にかかわらず、

報酬を減額しない。 

    

第９章 出張 

（出張） 

第４５条 嘱託員は、業務上必要がある場合は、出張を命ぜられる。 

２ 出張を命ぜられた嘱託員が出張を終えたときには、速やかにその旨を上司に報告しな

ければならない。 

３ 嘱託員は、出張中、業務の都合又は病気その他やむを得ない事由により予定を変更し

なければならないときは、速やかに上司に連絡し、その承認を得なければならない。 

４ 嘱託員は、上司に随行した場合を除き、出張終了後速やかに復命書を作成し、提出し

なければならない。ただし、特別な事項又は軽易な事項は、口頭により復命することが

できる。 

（旅費等） 

第４６条 前条に定めるもののほか、出張及び出張に要する旅費については、職員の例に

よる。 

 

   第１０章 福利厚生 

（社会保障等） 

第４７条 嘱託員の社会保険等の適用については、健康保険法、厚生年金保険法、雇用保

険法及び介護保険法等の定めるところによる。 

（福利厚生事業） 

第４８条 嘱託員の体育、文化その他厚生事業の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

（物品の貸与） 

第４９条 嘱託員は、業務に必要な物品等の貸与を受けることができる。 

  

 



   第１１章 災害補償 

（災害補償） 

第５０条 嘱託員の業務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。以下同じ。）又は

通勤による災害に対する補償は、労働者災害補償保険法その他関係法令の定めるところ

による。 

２ 前項に定めるもののほか、災害補償に関し必要な事項は、別に定める。 

  

  第１２章 不服申立て 

（不服申立て） 

第５１条 嘱託員の不服申立ては職員の例による。 

 

   第１３章 雑則 

（委任） 

第５２条 この規則において別に定めることとされている事項及びこの規則の施行に関し

必要な事項は、理事長が定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 当分の間、第３８条第２項中「７月１日から９月３０日までの間」を「７月１日から

９月３０日までの間（ただし、当該期間中に受けることが困難な場合又は受けられなか

った場合にあっては、別に定める期間）」と読み替えるものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な経過措置は理事長が別に定め

る。 

   附 則（平成２５年３月２６日理事長決定） 

 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年３月２４日理事長決定） 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 



   附 則（平成２８年３月２５日理事長決定） 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年１２月２１日理事長決定） 

 この規則は、平成２９年１月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年３月１９日理事長決定） 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成３１年３月２７日理事長決定） 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月３０日理事長決定） 

 この規則は、決定の日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日理事長決定） 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年４月３０日理事長決定） 

 この規則は、令和３年５月１日から施行する。 

   附 則（令和４年９月２７日理事長決定） 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

   附 則（令和６年３月１４日理事長決定） 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


